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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

総目次 

〔 Ⅰ 〕〔 Ⅱ 〕

〔Ⅲ〕共通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総   目   次 

土木工事積算基準〔Ⅰ〕 
 

                                 

                              ④ 一般事項・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -5-④ -1

第１編 総  則  

                             第６章 土木請負工事の特許使用料の積算 

第１章 総 則                       ① 土木請負工事の特許使用料の積算について 

① 適用範囲等・・・・・・・・・・Ⅰ -1-① -1         ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -6-① -1

② 請負工事の工事費構成・・・・・Ⅰ -1-② -1  

                             第７章 時間的制約を受ける公共土木工事の積算 

第２章 工事費の積算                    ① 時間的制約を受ける公共工事の積算について 

① 直接工事費・・・・・・・・・・Ⅰ -2-① -1         ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -7-① -1

② 間接工事費・・・・・・・・・・Ⅰ -2-② -1  

③ 現場発生品及び支給品運搬・・・Ⅰ -2-③ -1      第８章 土木請負工事におけるイメージアップの経費 

④ 被災地以外からの労働者確保に要する追加費用         の積算 

   に対する当面の運用について・・Ⅰ -2-④ -1       ① 土木請負工事におけるイメージアップ経費の積算 

⑤ 東日本大震災の復旧・復興事業等における積算        ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -8-① -1

   方法等に関する試行について・・Ⅰ -2-④ -1  

 

第３章 一般管理費等及び消費税相当額 

① 一般管理費等・・・・・・・・・Ⅰ -3-① -1      第９章 発注者の責めに帰す工期の延長に伴う増加費 

② 消費税相当額・・・・・・・・・Ⅰ -3-② -1           用等の取扱い 

                              ① 発注者の責めに帰す工期の延長に伴う増加費用 

第４章 間接工事費等の調整及びスライド条項が適         等の取扱い・・・・・・・・・・・・Ⅰ -9-① -1

用となる場合の運用について 

① 随意契約方式により工事を発注する場合の共通      第１０章 工事日数及び日当り作業量 

  仮設費，現場管理費及び一般管理費等の調整に       ① 工事日数・・・・・・・・・・・・・Ⅰ-10-①-1

  について・・・・・・・・・・・・Ⅰ -4-① -1       ② 水替日数・・・・・・・・・・・・・Ⅰ-10-②-1

② 旧基準(旧諸経費率)で積算した工事に改正基準       ③ 作業日当り標準作業量・・・・・・・Ⅰ-10-③-1

  (改正諸経費率)で積算した工事を追加する場合       ④ 市場単価の１日当り標準施工量・・・Ⅰ-10-④-1

  等の共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等 

  の調整について・・・・・・・・・Ⅰ -4-② -1      第１１章 

③ 近接工事における間接工事費等の調整について           ① 設計変更の積算・・・・・・・・・・Ⅰ-11-①-1

  ・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -4-③ -1       ② 産業廃棄物税の取扱い・・・・・・・Ⅰ-11-②-1

④ 随意契約工事及び近接工事における間接工事費 

  等の調整をする場合の｢処分費等｣の取扱いにつ 

  いて・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -4-④ -1       第Ⅱ編 共 通 工 

⑤ 工事請負契約約款第 25 条(スライド条項)の減額 

  となる場合の運用について・・・・Ⅰ -4-⑤ -1      第１章 土工 

⑥ 工事請負契約約款第 25 条第 5項(単品スライド       ① 土量変化率等・・・・・・・・・・・Ⅱ -1-① -1

条項）の運用について・・・・・・Ⅰ -4-⑥ -1       ② 機械土工(土砂，岩石)・・・・・・・Ⅱ -1-② -1

⑦ 工事請負契約約款第 25 条第 5項(単品スライド        ②-1 機械土工(土砂)・・・・・・・・Ⅱ -1-② -2

条項）の運用の拡充について・・・Ⅰ -4-⑦ -1        ②-2 機械土工(岩石)・・・・・・・・Ⅱ-1-②-13

⑧ 請負代金額の減額変更を請求する場合における       ③ 機械土工(埋戻工)・・・・・・・・・Ⅱ -1-③ -1

  工事請負契約約款第 25 条第 5項(単品スライド       ④ 土の敷均し，締固め工・・・・・・・Ⅱ -1-④ -1

  条項）の運用について・・・・・・Ⅰ -4-⑧ -1        ④-1 土の敷均し，締固め・・・・・・Ⅱ -1-④ -1

                               ④-2 土の敷均し(ルーズ)・・・・・・Ⅱ -1-④ -6

第５章 建設機械労務等                   ⑤ 小規模土工・・・・・・・・・・・・Ⅱ -1-⑤ -1

① 建設機械運転労務費・・・・・・・Ⅰ -5-① -1       ⑥ 人力土工(土砂，岩石)・・・・・・・Ⅱ -1-⑥ -1

② 原動機燃料消費量・・・・・・・・Ⅰ -5-② -1        ⑥-1 人力土工(土砂)・・・・・・・・Ⅱ -1-⑥ -1

③ 機械運転単価表・・・・・・・・・Ⅰ -5-③ -1        ⑥-2 人力土工(岩石工)・・・・・・・Ⅱ -1-⑥ -5

 

 

総   目   次 

土木工事積算基準〔Ⅰ〕 
 

                                 

                              ④ 一般事項・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -5-④ -1

第１編 総  則  

                             第６章 土木請負工事の特許使用料の積算 

第１章 総 則                       ① 土木請負工事の特許使用料の積算について 

① 適用範囲等・・・・・・・・・・Ⅰ -1-① -1         ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -6-① -1

② 請負工事の工事費構成・・・・・Ⅰ -1-② -1  

                             第７章 時間的制約を受ける公共土木工事の積算 

第２章 工事費の積算                    ① 時間的制約を受ける公共工事の積算について 

① 直接工事費・・・・・・・・・・Ⅰ -2-① -1         ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -7-① -1

② 間接工事費・・・・・・・・・・Ⅰ -2-② -1  

③ 現場発生品及び支給品運搬・・・Ⅰ -2-③ -1      第８章 土木請負工事におけるイメージアップの経費 

④ 被災地以外からの労働者確保に要する追加費用         の積算 

   に対する当面の運用について・・Ⅰ -2-④ -1       ① 土木請負工事におけるイメージアップ経費の積算 

                               ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -8-① -1

                         

 

第３章 一般管理費等及び消費税相当額 

① 一般管理費等・・・・・・・・・Ⅰ -3-① -1      第９章 発注者の責めに帰す工期の延長に伴う増加費 

② 消費税相当額・・・・・・・・・Ⅰ -3-② -1           用等の取扱い 

                              ① 発注者の責めに帰す工期の延長に伴う増加費用 

第４章 間接工事費等の調整及びスライド条項が適         等の取扱い・・・・・・・・・・・・Ⅰ -9-① -1

用となる場合の運用について 

① 随意契約方式により工事を発注する場合の共通      第１０章 工事日数及び日当り作業量 

  仮設費，現場管理費及び一般管理費等の調整に       ① 工事日数・・・・・・・・・・・・・Ⅰ-10-①-1

  について・・・・・・・・・・・・Ⅰ -4-① -1       ② 水替日数・・・・・・・・・・・・・Ⅰ-10-②-1

② 旧基準(旧諸経費率)で積算した工事に改正基準       ③ 作業日当り標準作業量・・・・・・・Ⅰ-10-③-1

  (改正諸経費率)で積算した工事を追加する場合       ④ 市場単価の１日当り標準施工量・・・Ⅰ-10-④-1

  等の共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等 

  の調整について・・・・・・・・・Ⅰ -4-② -1      第１１章 

③ 近接工事における間接工事費等の調整について           ① 設計変更の積算・・・・・・・・・・Ⅰ-11-①-1

  ・・・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -4-③ -1       ② 産業廃棄物税の取扱い・・・・・・・Ⅰ-11-②-1

④ 随意契約工事及び近接工事における間接工事費 

  等の調整をする場合の｢処分費等｣の取扱いにつ 

  いて・・・・・・・・・・・・・・Ⅰ -4-④ -1       第Ⅱ編 共 通 工 

⑤ 工事請負契約約款第 25 条(スライド条項)の減額 

  となる場合の運用について・・・・Ⅰ -4-⑤ -1      第１章 土工 

⑥ 工事請負契約約款第 25 条第 5項(単品スライド       ① 土量変化率等・・・・・・・・・・・Ⅱ -1-① -1

条項）の運用について・・・・・・Ⅰ -4-⑥ -1       ② 機械土工(土砂，岩石)・・・・・・・Ⅱ -1-② -1

⑦ 工事請負契約約款第 25 条第 5項(単品スライド        ②-1 機械土工(土砂)・・・・・・・・Ⅱ -1-② -2

条項）の運用の拡充について・・・Ⅰ -4-⑦ -1        ②-2 機械土工(岩石)・・・・・・・・Ⅱ-1-②-13

⑧ 請負代金額の減額変更を請求する場合における       ③ 機械土工(埋戻工)・・・・・・・・・Ⅱ -1-③ -1

  工事請負契約約款第 25 条第 5項(単品スライド       ④ 土の敷均し，締固め工・・・・・・・Ⅱ -1-④ -1

  条項）の運用について・・・・・・Ⅰ -4-⑧ -1        ④-1 土の敷均し，締固め・・・・・・Ⅱ -1-④ -1

                               ④-2 土の敷均し(ルーズ)・・・・・・Ⅱ -1-④ -6

第５章 建設機械労務等                   ⑤ 小規模土工・・・・・・・・・・・・Ⅱ -1-⑤ -1

① 建設機械運転労務費・・・・・・・Ⅰ -5-① -1       ⑥ 人力土工(土砂，岩石)・・・・・・・Ⅱ -1-⑥ -1

② 原動機燃料消費量・・・・・・・・Ⅰ -5-② -1        ⑥-1 人力土工(土砂)・・・・・・・・Ⅱ -1-⑥ -1

③ 機械運転単価表・・・・・・・・・Ⅰ -5-③ -1        ⑥-2 人力土工(岩石工)・・・・・・・Ⅱ -1-⑥ -5

 

 
平成２６年２月１７日以降起工適用 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 種 区 分 工  種  内  容 

海岸工事 

（港湾・漁港に関わる海岸） 
（略） 

港湾・漁港構造物工事・海

岸工事 
（略） 

空港用地造成工事 （略） 

空港舗装工事 （略） 

空港維持工事 （略） 

 

２－１ 共通仮設費の率分 

（１）共通仮設費の率分の積算 

共通仮設費の率分の算定は，別表第１（第１表～第８表）※１の工種区分に従って対象額ごとに求めた 

共通仮設費率を，当該対象額に乗じて得た額の範囲内とする。 

※１ 別表第１（第１表～第８表）は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

（２）共通仮設費率の補正 

イ）施工地域，工事場所を考慮した共通仮設費率の補正は別表第１(第１表～第８表)の共通仮設費率に 

下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同溝工事に 

は適用しない。 

なお，下表は，労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四捨五 

入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 2.11 

重要港湾・市街地に係る漁港 1.55 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

 a. 地方港湾その他の漁港 1.55 

 b. 空港 1.65 

 c. 上記 a、b 以外 1.58 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地法の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

ＤＩＤ地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が 4,000 人／ 

km２以上でその全体が 5,000 人以上となっている地域をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ－２－②－６                       ①18 

 

 

工 種 区 分 工  種  内  容 

海岸工事 

（港湾・漁港に関わる海岸）
（略） 

港湾・漁港構造物工事・海

岸工事 
（略） 

空港用地造成工事 （略） 

空港舗装工事 （略） 

空港維持工事 （略） 

 

２－１ 共通仮設費の率分 

（１）共通仮設費の率分の積算 

共通仮設費の率分の算定は，別表第１（第１表～第８表）※１の工種区分に従って対象額ごとに求めた 

共通仮設費率を，当該対象額に乗じて得た額の範囲内とする。 

※１ 別表第１（第１表～第８表）は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

（２）共通仮設費率の補正 

イ）施工地域，工事場所を考慮した共通仮設費率の補正は別表第１(第１表～第８表)の共通仮設費率に 

下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同溝工事に 

は適用しない。 

なお，下表は，労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四捨五 

入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 2.11 

重要港湾・市街地に係る漁港 1.55 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

a. 地方港湾その他の漁港 1.55 

b. 空港 1.65 

c. 上記 a、b 以外 1.58 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地法の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

ＤＩＤ地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が 4,000 人／ 

km２以上でその全体が 5,000 人以上となっている地域をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ－２－②－６                       ①18 

 

平成２６年２月１６日迄起工適用 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 種 区 分 工  種  内  容 

海岸工事 

（港湾・漁港に関わる海岸） 
（略） 

港湾・漁港構造物工事・海

岸工事 
（略） 

空港用地造成工事 （略） 

空港舗装工事 （略） 

空港維持工事 （略） 

 

２－１ 共通仮設費の率分 

（１）共通仮設費の率分の積算 

共通仮設費の率分の算定は，別表第１（第１表～第８表）※１の工種区分に従って対象額ごとに求めた  

共通仮設費率を，当該対象額に乗じて得た額の範囲内とする。 

※１ 別表第１（第１表～第８表）は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する 

試行の補正済（復興係数適用済）の値である。 

 

（２）共通仮設費率の補正 

イ）施工地域，工事場所を考慮した共通仮設費率の補正は別表第１(第１表～第８表)の共通仮設費率に  

下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同溝工事に  

は適用しない。 

なお，下表は，東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済(復興係 

数適用済，小数第２位止め（小数第３位四捨五入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 3.00 

重要港湾・市街地に係る漁港 2.25 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

 a. 地方港湾その他の漁港 2.25 

 b. 空港 2.25 

 c. 上記 a、b 以外 2.25 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地法の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

ＤＩＤ地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が 4,000 人／ 

km２以上でその全体が 5,000 人以上となっている地域をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 
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工 種 区 分 工  種  内  容 

海岸工事 

（港湾・漁港に関わる海岸）
（略） 

港湾・漁港構造物工事・海

岸工事 
（略） 

空港用地造成工事 （略） 

空港舗装工事 （略） 

空港維持工事 （略） 

 

２－１ 共通仮設費の率分 

（１）共通仮設費の率分の積算 

共通仮設費の率分の算定は，別表第１（第１表～第８表）※１の工種区分に従って対象額ごとに求めた  

共通仮設費率を，当該対象額に乗じて得た額の範囲内とする。 

※１ 別表第１（第１表～第８表）は、労働者確保に要する追加費用           に関する 

   補正済         の値である。 

 

（２）共通仮設費率の補正 

イ）施工地域，工事場所を考慮した共通仮設費率の補正は別表第１(第１表～第８表)の共通仮設費率に  

下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同溝工事に  

は適用しない。 

なお，下表は，労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済     

    （小数第２位止め（小数第３位四捨五入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 2.11 

重要港湾・市街地に係る漁港 1.55 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

a. 地方港湾その他の漁港 1.55 

b. 空港 1.65 

c. 上記 a、b 以外 1.58 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地法の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

ＤＩＤ地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が 4,000 人／ 

km２以上でその全体が 5,000 人以上となっている地域をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 
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平成２６年２月１７日以降起工適用 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において地域区分が２つ以上となる場合には，補正率の大きい方を適用する。 

ハ）海上輸送に要する補正 

海上作業がある工事については，労務者および作業船乗組員等の海上輸送費用として，別表第１（第 

１表～第８表）の共通仮設費率に下表の補正値を加算するものとする。 

なお、下表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四捨五  

入））の値である。 

また，海上作業とは作業員および作業船乗組員が陸路で直接現場まで移動することが困難な場合を  

いう。 

陸上作業と混在する場合の計上の有無および適用工種区分についての判断基準は当該工事の金額に  

よるものとする。 

工 種 区 分 補正値（％） 

港湾・漁港工事 
浚 渫 工 事 0.83 

構造物工事 0.62 

海岸工事(港湾・漁港に関わる海岸) 0.62 

 

（３）共通仮設費（率分）の計算 

共通仮設費（率分）＝対象額（Ｐ）×（共通仮設費率（Ｋｒ）＋施工地区・工事場所による補正率） 

ただし，共通仮設費率（Ｋｒ）は別表第１の第１表～第８表による。 

 

（４）その他 

   設計変更時における共通仮設費率の補正については、工事区間の延長等により当初計上していた補正値に 

   増減が生じた場合、あるいは当初計上していなかったが、上記条件の変更により補正が出来ることとな  

   った場合は変更設計の対象として処理するものとする。  

 

別表第１ 

共 通 仮 設 費 率 

 

第１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 13.23   251.9616 -0.1888 5.04 

河川・道路構造物工事 28.45 7,294.5312 -0.3554 4.61 

海岸工事 13.81   430.7424 -0.2204 4.48 

道路改良工事 13.50    60.1920 -0.0958 8.27 

鋼橋架設工事 27.56   668.4480 -0.2043 9.69 

ＰＣ橋工事 28.55 1,728.4608 -0.2629 7.44 

舗装工事 18.05   459.4656 -0.2074 6.25 

砂防・地すべり等工事 16.04   659.4720 -0.2381 4.74 

公園工事 11.40    50.6880 -0.0956 6.99 

電線共同溝工事 10.52    42.2400 -0.0891 6.66 

情報ボックス工事 19.99   522.6144 -0.2091 6.86 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 
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ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において地域区分が２つ以上となる場合には，補正率の大きい方を適用する。 

ハ）海上輸送に要する補正 

海上作業がある工事については，労務者および作業船乗組員等の海上輸送費用として，別表第１（第 

１表～第８表）の共通仮設費率に下表の補正値を加算するものとする。 

なお、下表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四捨五  

入））の値である。 

また，海上作業とは作業員および作業船乗組員が陸路で直接現場まで移動することが困難な場合を  

いう。 

陸上作業と混在する場合の計上の有無および適用工種区分についての判断基準は当該工事の金額に  

よるものとする。 

工 種 区 分 補正値（％） 

港湾・漁港工事 
浚 渫 工 事 0.83 

構造物工事 0.62 

海岸工事(港湾・漁港に関わる海岸) 0.62 

 

（３）共通仮設費（率分）の計算 

共通仮設費（率分）＝対象額（Ｐ）×（共通仮設費率（Ｋｒ）＋施工地区・工事場所による補正率） 

ただし，共通仮設費率（Ｋｒ）は別表第１の第１表～第８表による。 

 

（４）その他 

   設計変更時における共通仮設費率の補正については、工事区間の延長等により当初計上していた補正値に 

   増減が生じた場合、あるいは当初計上していなかったが、上記条件の変更により補正が出来ることとな  

   った場合は変更設計の対象として処理するものとする。  

 

別表第１ 

共 通 仮 設 費 率 

 

第１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 13.23   251.9616 -0.1888 5.04 

河川・道路構造物工事 28.45 7,294.5312 -0.3554 4.61 

海岸工事 13.81   430.7424 -0.2204 4.48 

道路改良工事 13.50    60.1920 -0.0958 8.27 

鋼橋架設工事 27.56   668.4480 -0.2043 9.69 

ＰＣ橋工事 28.55 1,728.4608 -0.2629 7.44 

舗装工事 18.05   459.4656 -0.2074 6.25 

砂防・地すべり等工事 16.04   659.4720 -0.2381 4.74 

公園工事 11.40    50.6880 -0.0956 6.99 

電線共同溝工事 10.52    42.2400 -0.0891 6.66 

情報ボックス工事 19.99   522.6144 -0.2091 6.86 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において地域区分が２つ以上となる場合には，補正率の大きい方を適用する。 

ハ）海上輸送に要する補正 

海上作業がある工事については，労務者および作業船乗組員等の海上輸送費用として，別表第１（第 

１表～第８表）の共通仮設費率に下表の補正値を加算するものとする。 

なお、下表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係 

数適用済，少数第２位止め（少数第３位四捨五入））の値である。 

また，海上作業とは作業員および作業船乗組員が陸路で直接現場まで移動することが困難な場合を  

いう。 

陸上作業と混在する場合の計上の有無および適用工種区分についての判断基準は当該工事の金額に  

よるものとする。 

工 種 区 分 補正値（％） 

港湾・漁港工事 
浚 渫 工 事 1.20 

構造物工事 0.90 

海岸工事(港湾・漁港に関わる海岸) 0.90 

 

（３）共通仮設費（率分）の計算 

共通仮設費（率分）＝対象額（Ｐ）×（共通仮設費率（Ｋｒ）＋施工地区・工事場所による補正率） 

ただし，共通仮設費率（Ｋｒ）は別表第１の第１表～第８表による。 

 

（４）その他 

   設計変更時における共通仮設費率の補正については、工事区間の延長等により当初計上していた補正値に 

   増減が生じた場合、あるいは当初計上していなかったが、上記条件の変更により補正が出来ることとな  

   った場合は変更設計の対象として処理するものとする。  

 

別表第１ 

共 通 仮 設 費 率 

 

第１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 18.80   357.9169 -0.1888 7.16 

河川・道路構造物工事 40.41 10,360.9355 -0.3554 6.56 

海岸工事 19.62   611.8500 -0.2204 6.36 

道路改良工事 19.17    85.5000 -0.0958 11.75 

鋼橋架設工事 39.15   949.7164 -0.2043 13.77 

ＰＣ橋工事 40.56 2,455.8504 -0.2629 10.58 

舗装工事 25.64   652.6500 -0.2074 8.88 

砂防・地すべり等工事 22.79   936.7500 -0.2381 6.74 

公園工事 16.20    72.0044 -0.0956 9.93 

電線共同溝工事 14.94    60.0400 -0.0891 9.47 

情報ボックス工事 28.40   742.3500 -0.2091 9.75 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 
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ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において地域区分が２つ以上となる場合には，補正率の大きい方を適用する。 

ハ）海上輸送に要する補正 

海上作業がある工事については，労務者および作業船乗組員等の海上輸送費用として，別表第１（第 

１表～第８表）の共通仮設費率に下表の補正値を加算するものとする。 

なお，下表は，労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済     

    （小数第２位止め（小数第３位四捨五入））の値である。 

また，海上作業とは作業員および作業船乗組員が陸路で直接現場まで移動することが困難な場合を  

いう。 

陸上作業と混在する場合の計上の有無および適用工種区分についての判断基準は当該工事の金額に  

よるものとする。 

工 種 区 分 補正値（％） 

港湾・漁港工事 
浚 渫 工 事 0.83 

構造物工事 0.62 

海岸工事(港湾・漁港に関わる海岸) 0.62 

 

（３）共通仮設費（率分）の計算 

共通仮設費（率分）＝対象額（Ｐ）×（共通仮設費率（Ｋｒ）＋施工地区・工事場所による補正率） 

ただし，共通仮設費率（Ｋｒ）は別表第１の第１表～第８表による。 

 

（４）その他 

   設計変更時における共通仮設費率の補正については、工事区間の延長等により当初計上していた補正値に 

   増減が生じた場合、あるいは当初計上していなかったが、上記条件の変更により補正が出来ることとな  

   った場合は変更設計の対象として処理するものとする。  

 

別表第１ 

共 通 仮 設 費 率 

 

第１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 13.23   251.9616 -0.1888 5.04 

河川・道路構造物工事 28.45 7,294.5312 -0.3554 4.61 

海岸工事 13.81   430.7424 -0.2204 4.48 

道路改良工事 13.50    60.1920 -0.0958 8.27 

鋼橋架設工事 27.56   668.4480 -0.2043 9.69 

ＰＣ橋工事 28.55 1,728.4608 -0.2629 7.44 

舗装工事 18.05   459.4656 -0.2074 6.25 

砂防・地すべり等工事 16.04   659.4720 -0.2381 4.74 

公園工事 11.40    50.6880 -0.0956 6.99 

電線共同溝工事 10.52    42.2400 -0.0891 6.66 

情報ボックス工事 19.99   522.6144 -0.2091 6.86 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 17.57 36,533.6928 -0.4895 4.44 

河川維持工事 8.81     28.3008 -0.0748 7.14 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 9.36    72.1248 -0.1267 4.78 

(２) 14.56    97.6800 -0.1181 7.78 

トンネル工事 30.32 4,398.1344 -0.3088 5.90 

下水道工事 

(１) 13.57   446.0544 -0.2167 4.31 

(２) 14.07   512.5824 -0.2231 4.31 

(３) 8.07   14.2560 -0.0353 6.70 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 12.98 111.0912 -0.1100 9.53 

フィルダム 7.99  46.1472 -0.0898 6.21 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第５表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 11.53 370.3230 -0.2223 3.17 

構造物工事 8.25 137.3445 -0.1802 2.90 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 
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第２表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 17.57 36,533.6928 -0.4895 4.44 

河川維持工事 8.81     28.3008 -0.0748 7.14 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 9.36    72.1248 -0.1267 4.78 

(２) 14.56    97.6800 -0.1181 7.78 

トンネル工事 30.32 4,398.1344 -0.3088 5.90 

下水道工事 

(１) 13.57   446.0544 -0.2167 4.31 

(２) 14.07   512.5824 -0.2231 4.31 

(３) 8.07   14.2560 -0.0353 6.70 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 12.98 111.0912 -0.1100 9.53 

フィルダム 7.99  46.1472 -0.0898 6.21 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第５表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 11.53 370.3230 -0.2223 3.17 

構造物工事 8.25 137.3445 -0.1802 2.90 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 24.96 51,908.4499 -0.4895 6.30 

河川維持工事 12.51     40.2168 -0.0748 10.14 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 13.29    102.4918 -0.1267 6.80 

(２) 20.69    138.7500 -0.1181 11.06 

トンネル工事 43.07 6,246.0650 -0.3088 8.39 

下水道工事 

(１) 19.28   633.4991 -0.2167 6.12 

(２) 19.98   728.4001 -0.2231 6.12 

(３) 11.46   20.2527 -0.0353 9.51 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 

第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 18.44 157.8609 -0.1100 13.53 

フィルダム 11.36  65.5522 -0.0898 8.82 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 

第５表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 16.71 536.8231 -0.2223 4.59 

構造物工事 11.96 199.0496 -0.1802 4.20 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 
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第２表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 17.57 36,533.6928 -0.4895 4.44 

河川維持工事 8.81     28.3008 -0.0748 7.14 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 9.36    72.1248 -0.1267 4.78 

(２) 14.56    97.6800 -0.1181 7.78 

トンネル工事 30.32 4,398.1344 -0.3088 5.90 

下水道工事 

(１) 13.57   446.0544 -0.2167 4.31 

(２) 14.07   512.5824 -0.2231 4.31 

(３) 8.07   14.2560 -0.0353 6.70 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 

第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 12.98 111.0912 -0.1100 9.53 

フィルダム 7.99  46.1472 -0.0898 6.21 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 

第５表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 11.53 370.3230 -0.2223 3.17 

構造物工事 8.25 137.3445 -0.1802 2.90 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５－１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 13.54 422.1765 -0.2204 4.39 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第６表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 6.33 1,470.1140 -0.3490 1.46 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第７表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 15.87 729.5112 -0.2482 2.85 

空港舗装工事 15.55 668.3526 -0.2438 2.89 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第８表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 7.30 140.1048 -0.1915 3.60 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

（４）算 定 式 

Ｋｒ＝Ａ・Ｐｂ 

ただし，Ｋｒ：共通仮設費率（％） 

Ｐ ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１． Ｋｒの値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２． 対象額の算定にあったは、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部分」及 

び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 
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第５－１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 13.54 422.1765 -0.2204 4.39 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第６表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 6.33 1,470.1140 -0.3490 1.46 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第７表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 15.87 729.5112 -0.2482 2.85 

空港舗装工事 15.55 668.3526 -0.2438 2.89 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第８表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 7.30 140.1048 -0.1915 3.60 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

（４）算 定 式 

Ｋｒ＝Ａ・Ｐｂ 

ただし，Ｋｒ：共通仮設費率（％） 

Ｐ ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１． Ｋｒの値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２． 対象額の算定にあったは、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部分」及 

び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５－１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 19.62 611.8500 -0.2204 6.36 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 

第６表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 9.18 2,130.6000 -0.3490 2.12 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 

第７表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 21.68 996.6000 -0.2482 3.90 

空港舗装工事 21.24 913.0500 -0.2438 3.95 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 

第８表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 9.98 191.4000 -0.1915 4.92 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数 

適用済）の値である。 

 

（４）算 定 式 

Ｋｒ＝Ａ・Ｐｂ 

ただし，Ｋｒ：共通仮設費率（％） 

Ｐ ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１． Ｋｒの値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２． 対象額の算定にあったは、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部分」及 

び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 
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第５－１表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 13.54 422.1765 -0.2204 4.39 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 

第６表 

対象額 600 万円 

以下 
600 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 6.33 1,470.1140 -0.3490 1.46 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 

第７表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 15.87 729.5112 -0.2482 2.85 

空港舗装工事 15.55 668.3526 -0.2438 2.89 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 

第８表 

対象額 500 万円 

以下 
500 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（４）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 7.30 140.1048 -0.1915 3.60 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済      

    の値である。 

 

（４）算 定 式 

Ｋｒ＝Ａ・Ｐｂ 

ただし，Ｋｒ：共通仮設費率（％） 

Ｐ ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１． Ｋｒの値は、小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２． 対象額の算定にあったは、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部分」及 

び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 
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平成２６年２月１７日以降起工適用
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）２種類以上の工種からなる工事については，その主たる工種の現場管理費率を適用するものとし，ま 

た，工事条件によっては，工事名にとらわれることなく工種を選定するものとする。 

    ３）設計変更で数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。 

※ 別表第１（第１表～第９表）は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

（３）現場管理費率の補正 

１） 施工時期，工事期間等を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）冬期工事にかかる現場管理費率の補正 

表３．２における積雪寒冷地域で施工時期が冬期 （１２月１日～３月３１日） となる屋外工事 

に適用する。（標準工期が１２月１日～３月３１日に掛かる屋外工事） 

ただし，次の工事は除く。 

① コンクリートダム，フィルダムの現場管理費率を適用する工事 

② 工場製作工事及び，除排雪工事等冬期条件下で施行すべき工事 

③ トンネル内工事 

④ 国庫債務負担行為等で年度内出来高を求めない工事 

（ただし，工期が翌年度の１２月１日以降となる場合は，翌年度以降の１２月１日～３月３１  

日までの工事期間を対象として補正するものとする。) 

（ロ）補正の方法 

・別表第１(第１表～第９表)の現場管理費率に補正値を加算する。 

・全工事期間および工事期間（１２月１日～３月３１日までの工事期間）は月を単位とし，起算  

日は同月１日とする。（１ヶ月は３０日として計算） 

・冬期率＝ 
工事期間（月単位） 

全工事期間（月単位） 

冬期率は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

・補正値（％）＝冬期率×積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）※１ 

×労働者確保に要する追加費用に関する補正係数※２ 

補正値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

※１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）は表３．１による 

※２ 労働者確保に要する追加費用に関する補正係数は，土木 1.005，港湾 1.004，空港 1.007 

 

・「補正対象となる屋外工事」と「非対象工事」を混在して発注する場合（橋梁製作架設工事等） 

は，「補正対象となる屋外工事」が工事の主体となる場合に限り，「補正対象となる屋外工事」 

のみを対象として下記により補正するものとする。 

① 補正対象額は，「補正対象となる屋外工事」とする。 

② 冬期率については，「補正対象となる屋外工事」分の工事期間に対する，「補正対象となる 

屋外工事」の１２月１日～３月３１日までの工事期間とする。 

・防雪柵設置撤去工事（新設を除く）及びスノーポール設置撤去工事については，冬期率の算定に 

使用する工事期間は２ヶ月（設置１２月と撤去３月）とする。 

（例）工期が１１月１５日～３月２５日の場合 

冬期率＝ 
工事期間 

＝
２ヶ月（設置１２月と撤去３月）

＝４０％
全工事期間 ５ヶ月 

 

表３．１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α） 

地 域 区 分 補 正 係 数（α） 備   考 

４級地 1.2 

適用地域は，表３．２ 地域区分一覧表による。 
３級地 1.4 

２級地 1.6 

１級地 1.8 

注１）施工地域が２つ以上となる場合には，補正係数の大きい方を適用する。 
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２）２種類以上の工種からなる工事については，その主たる工種の現場管理費率を適用するものとし，ま 

た，工事条件によっては，工事名にとらわれることなく工種を選定するものとする。 

    ３）設計変更で数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。 

※ 別表第１（第１表～第９表）は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

（３）現場管理費率の補正 

１） 施工時期，工事期間等を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）冬期工事にかかる現場管理費率の補正 

表３．２における積雪寒冷地域で施工時期が冬期 （１２月１日～３月３１日） となる屋外工事 

に適用する。（標準工期が１２月１日～３月３１日に掛かる屋外工事） 

ただし，次の工事は除く。 

① コンクリートダム，フィルダムの現場管理費率を適用する工事 

② 工場製作工事及び，除排雪工事等冬期条件下で施行すべき工事 

③ トンネル内工事 

④ 国庫債務負担行為等で年度内出来高を求めない工事 

（ただし，工期が翌年度の１２月１日以降となる場合は，翌年度以降の１２月１日～３月３１  

日までの工事期間を対象として補正するものとする。) 

（ロ）補正の方法 

・別表第１(第１表～第９表)の現場管理費率に補正値を加算する。 

・全工事期間および工事期間（１２月１日～３月３１日までの工事期間）は月を単位とし，起算  

日は同月１日とする。（１ヶ月は３０日として計算） 

・冬期率＝
工事期間（月単位） 

全工事期間（月単位） 

冬期率は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

・補正値（％）＝冬期率×積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）※１ 

×労働者確保に要する追加費用に関する補正係数※２ 

補正値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

※１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）は表３．１による 

※２ 労働者確保に要する追加費用に関する補正係数は，土木 1.005，港湾 1.004，空港 1.007 

 

・「補正対象となる屋外工事」と「非対象工事」を混在して発注する場合（橋梁製作架設工事等） 

は，「補正対象となる屋外工事」が工事の主体となる場合に限り，「補正対象となる屋外工事」 

のみを対象として下記により補正するものとする。 

① 補正対象額は，「補正対象となる屋外工事」とする。 

② 冬期率については，「補正対象となる屋外工事」分の工事期間に対する，「補正対象となる 

屋外工事」の１２月１日～３月３１日までの工事期間とする。 

・防雪柵設置撤去工事（新設を除く）及びスノーポール設置撤去工事については，冬期率の算定に 

使用する工事期間は２ヶ月（設置１２月と撤去３月）とする。 

（例）工期が１１月１５日～３月２５日の場合 

冬期率＝
工事期間 

＝ 
２ヶ月（設置１２月と撤去３月）

＝４０％
全工事期間 ５ヶ月 

 

表３．１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α） 

地 域 区 分 補 正 係 数（α） 備   考 

４級地 1.2 

適用地域は，表３．２ 地域区分一覧表による。 
３級地 1.4 

２級地 1.6 

１級地 1.8 

注１）施工地域が２つ以上となる場合には，補正係数の大きい方を適用する。 
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平成２６年２月１６日迄起工適用
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）２種類以上の工種からなる工事については，その主たる工種の現場管理費率を適用するものとし，ま 

た，工事条件によっては，工事名にとらわれることなく工種を選定するものとする。 

    ３）設計変更で数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。 

※別表第１（第１表～第９表）は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行 

の補正済（復興係数適用済）の値である。 

（３）現場管理費率の補正 

１） 施工時期，工事期間等を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）冬期工事にかかる現場管理費率の補正 

表３．２における積雪寒冷地域で施工時期が冬期 （１２月１日～３月３１日） となる屋外工事 

に適用する。（標準工期が１２月１日～３月３１日に掛かる屋外工事） 

ただし，次の工事は除く。 

① コンクリートダム，フィルダムの現場管理費率を適用する工事 

② 工場製作工事及び，除排雪工事等冬期条件下で施行すべき工事 

③ トンネル内工事 

④ 国庫債務負担行為等で年度内出来高を求めない工事 

（ただし，工期が翌年度の１２月１日以降となる場合は，翌年度以降の１２月１日～３月３１  

日までの工事期間を対象として補正するものとする。) 

（ロ）補正の方法 

・別表第１(第１表～第９表)の現場管理費率に補正値を加算する。 

・全工事期間および工事期間（１２月１日～３月３１日までの工事期間）は月を単位とし，起算  

日は同月１日とする。（１ヶ月は３０日として計算） 

・冬期率＝ 
工事期間（月単位） 

全工事期間（月単位） 

冬期率は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

・補正値（％）＝冬期率×積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）※１ 

×東日本大震災の復旧・復興事業等おける積算方法等に関する試行の補正係数（復興係数）※２

補正値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

※１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）は表３．１による 

※２ 東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する補正係数（復興係数） 

は，土木 1.200，港湾 1.200，空港 1.200 

・「補正対象となる屋外工事」と「非対象工事」を混在して発注する場合（橋梁製作架設工事等） 

は，「補正対象となる屋外工事」が工事の主体となる場合に限り，「補正対象となる屋外工事」 

のみを対象として下記により補正するものとする。 

① 補正対象額は，「補正対象となる屋外工事」とする。 

② 冬期率については，「補正対象となる屋外工事」分の工事期間に対する，「補正対象となる 

屋外工事」の１２月１日～３月３１日までの工事期間とする。 

・防雪柵設置撤去工事（新設を除く）及びスノーポール設置撤去工事については，冬期率の算定に 

使用する工事期間は２ヶ月（設置１２月と撤去３月）とする。 

（例）工期が１１月１５日～３月２５日の場合 

冬期率＝ 
工事期間 

＝
２ヶ月（設置１２月と撤去３月）

＝４０％
全工事期間 ５ヶ月 

 

表３．１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α） 

地 域 区 分 補 正 係 数（α） 備   考 

４級地 1.2 

適用地域は，表３．２ 地域区分一覧表による。 
３級地 1.4 

２級地 1.6 

１級地 1.8 

注１）施工地域が２つ以上となる場合には，補正係数の大きい方を適用する。 
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２）２種類以上の工種からなる工事については，その主たる工種の現場管理費率を適用するものとし，ま 

た，工事条件によっては，工事名にとらわれることなく工種を選定するものとする。 

    ３）設計変更で数量の増減等により主たる工種が変わっても当初設計の工種とする。 

※別表第１（第１表～第９表）は、労働者確保に要する追加費用           に関する   

 補正済         の値である。 

（３）現場管理費率の補正 

１） 施工時期，工事期間等を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）冬期工事にかかる現場管理費率の補正 

表３．２における積雪寒冷地域で施工時期が冬期 （１２月１日～３月３１日） となる屋外工事 

に適用する。（標準工期が１２月１日～３月３１日に掛かる屋外工事） 

ただし，次の工事は除く。 

① コンクリートダム，フィルダムの現場管理費率を適用する工事 

② 工場製作工事及び，除排雪工事等冬期条件下で施行すべき工事 

③ トンネル内工事 

④ 国庫債務負担行為等で年度内出来高を求めない工事 

（ただし，工期が翌年度の１２月１日以降となる場合は，翌年度以降の１２月１日～３月３１  

日までの工事期間を対象として補正するものとする。) 

（ロ）補正の方法 

・別表第１(第１表～第９表)の現場管理費率に補正値を加算する。 

・全工事期間および工事期間（１２月１日～３月３１日までの工事期間）は月を単位とし，起算  

日は同月１日とする。（１ヶ月は３０日として計算） 

・冬期率＝
工事期間（月単位） 

全工事期間（月単位） 

冬期率は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

・補正値（％）＝冬期率×積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）※１ 

×労働者確保に要する追加費用          に関する   補正係数      ※２

補正値は小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

※１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α）は表３．１による 

※２ 労働者確保に要する追加費用          に関する補正係数       

は，土木 1.005，港湾 1.004，空港 1.007 

・「補正対象となる屋外工事」と「非対象工事」を混在して発注する場合（橋梁製作架設工事等） 

は，「補正対象となる屋外工事」が工事の主体となる場合に限り，「補正対象となる屋外工事」 

のみを対象として下記により補正するものとする。 

① 補正対象額は，「補正対象となる屋外工事」とする。 

② 冬期率については，「補正対象となる屋外工事」分の工事期間に対する，「補正対象となる 

屋外工事」の１２月１日～３月３１日までの工事期間とする。 

・防雪柵設置撤去工事（新設を除く）及びスノーポール設置撤去工事については，冬期率の算定に 

使用する工事期間は２ヶ月（設置１２月と撤去３月）とする。 

（例）工期が１１月１５日～３月２５日の場合 

冬期率＝
工事期間 

＝ 
２ヶ月（設置１２月と撤去３月）

＝４０％
全工事期間 ５ヶ月 

 

表３．１ 積雪寒冷地地域区分による現場管理費補正係数（α） 

地 域 区 分 補 正 係 数（α） 備   考 

４級地 1.2 

適用地域は，表３．２ 地域区分一覧表による。 
３級地 1.4 

２級地 1.6 

１級地 1.8 

注１）施工地域が２つ以上となる場合には，補正係数の大きい方を適用する。 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．２ 地域区分一覧表 

建設事務所名 地   域   名 地域区分 

県北建設事務所 （略） 

４級地 

県中建設事務所 （略） 

県南建設事務所 （略） 

会津若松建設事務所 （略） 

喜多方建設事務所 （略） 

南会津建設事務所 （略） 

相双建設事務所 （略） 

注）本表の適用は，平成 21 年 7月 1日現在の市町村の区域で適用する。 

福島県内は４級地のみ該当する。（積雪寒冷地域の範囲は，国家公務員の寒冷地手当に関する法律に規定 

される寒冷地手当を支給する地域とする。） 

 

表３．３ 冬期工事にかかる現場管理費率の補正値早見表 

※ 労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四捨五入）） 

 

（単位：％） 

冬期率  0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.14 0.16 0.17 0.18 0.19 0.21 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.43 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.49 0.51 0.52 0.53 0.54 0.55 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.62 0.63 0.64 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70 0.71 

60 0.72 0.74 0.75 0.76 0.77 0.78 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.84 0.86 0.87 0.88 0.89 0.90 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.96 0.98 0.99 1.00 1.01 1.03 1.04 1.05 1.06 1.07 

90 1.09 1.10 1.11 1.12 1.13 1.15 1.16 1.17 1.18 1.19 

100 1.21 － － － － － － － － － 

（例）工事日数２２５日、契約予想工期が８月８日～３月２０日までの場合 

冬期率＝ 
１２０日（４ヶ月） 

×１００＝５０％ 
２４０日（８ヶ月） 

冬期工事にかかる現場管理費率の補正値は第６行第１列の交点から 0.60％と読む 

 

港湾・漁港工事、海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸）及び港湾・漁港構造物工事・海岸工事の場合（単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.14 0.16 0.17 0.18 0.19 0.20 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.43 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.49 0.51 0.52 0.53 0.54 0.55 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.61 0.63 0.64 0.65 0.66 0.67 0.69 0.70 0.71 

60 0.72 0.73 0.75 0.76 0.77 0.78 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.84 0.86 0.87 0.88 0.89 0.90 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.96 0.98 0.99 1.00 1.01 1.02 1.04 1.05 1.06 1.07 

90 1.08 1.10 1.11 1.12 1.13 1.14 1.16 1.17 1.18 1.19 

100 1.20 － － － － － － － － － 
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表３．２ 地域区分一覧表 

建設事務所名 地   域   名 地域区分 

県北建設事務所 （略） 

４級地 

県中建設事務所 （略） 

県南建設事務所 （略） 

会津若松建設事務所 （略） 

喜多方建設事務所 （略） 

南会津建設事務所 （略） 

相双建設事務所 （略） 

注）本表の適用は，平成 21 年 7月 1日現在の市町村の区域で適用する。 

福島県内は４級地のみ該当する。（積雪寒冷地域の範囲は，国家公務員の寒冷地手当に関する法律に規定 

される寒冷地手当を支給する地域とする。） 

 

表３．３ 冬期工事にかかる現場管理費率の補正値早見表 

※ 労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四捨五入）） 

 

（単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.14 0.16 0.17 0.18 0.19 0.21 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.43 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.49 0.51 0.52 0.53 0.54 0.55 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.62 0.63 0.64 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70 0.71 

60 0.72 0.74 0.75 0.76 0.77 0.78 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.84 0.86 0.87 0.88 0.89 0.90 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.96 0.98 0.99 1.00 1.01 1.03 1.04 1.05 1.06 1.07 

90 1.09 1.10 1.11 1.12 1.13 1.15 1.16 1.17 1.18 1.19 

100 1.21 － － － － － － － － － 

（例）工事日数２２５日、契約予想工期が８月８日～３月２０日までの場合 

冬期率＝
１２０日（４ヶ月）

×１００＝５０％ 
２４０日（８ヶ月）

冬期工事にかかる現場管理費率の補正値は第６行第１列の交点から 0.60％と読む 

 

港湾・漁港工事、海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸）及び港湾・漁港構造物工事・海岸工事の場合（単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.14 0.16 0.17 0.18 0.19 0.20 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.43 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.49 0.51 0.52 0.53 0.54 0.55 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.61 0.63 0.64 0.65 0.66 0.67 0.69 0.70 0.71 

60 0.72 0.73 0.75 0.76 0.77 0.78 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.84 0.86 0.87 0.88 0.89 0.90 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.96 0.98 0.99 1.00 1.01 1.02 1.04 1.05 1.06 1.07 

90 1.08 1.10 1.11 1.12 1.13 1.14 1.16 1.17 1.18 1.19 

100 1.20 － － － － － － － － － 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．２ 地域区分一覧表 

建設事務所名 地   域   名 地域区分 

県北建設事務所 （略） 

４級地 

県中建設事務所 （略） 

県南建設事務所 （略） 

会津若松建設事務所 （略） 

喜多方建設事務所 （略） 

南会津建設事務所 （略） 

相双建設事務所 （略） 

注）本表の適用は，平成 21 年 7月 1日現在の市町村の区域で適用する。 

福島県内は４級地のみ該当する。（積雪寒冷地域の範囲は，国家公務員の寒冷地手当に関する法律に規定 

される寒冷地手当を支給する地域とする。） 

 

表３．３ 冬期工事にかかる現場管理費率の補正値早見表 

※東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済(復興係数適用済，小数第２ 

位止め（小数第３位四捨五入）） 

（単位：％） 

冬期率  0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.03 0.04 0.06 0.07 0.09 0.10 0.12 0.13 

10 0.14 0.16 0.17 0.19 0.20 0.22 0.23 0.24 0.26 0.27 

20 0.29 0.30 0.32 0.33 0.35 0.36 0.37 0.39 0.40 0.42 

30 0.43 0.45 0.46 0.48 0.49 0.50 0.52 0.53 0.55 0.56 

40 0.58 0.59 0.60 0.62 0.63 0.65 0.66 0.68 0.69 0.71 

50 0.72 0.73 0.75 0.76 0.78 0.79 0.81 0.82 0.84 0.85 

60 0.86 0.88 0.89 0.91 0.92 0.94 0.95 0.96 0.98 0.99 

70 1.01 1.02 1.04 1.05 1.07 1.08 1.09 1.11 1.12 1.14 

80 1.15 1.17 1.18 1.20 1.21 1.22 1.24 1.25 1.27 1.28 

90 1.30 1.31 1.32 1.34 1.35 1.37 1.38 1.40 1.41 1.43 

100 1.44 － － － － － － － － － 

（例）工事日数２２５日、契約予想工期が８月８日～３月２０日までの場合 

冬期率＝ 
１２０日（４ヶ月） 

×１００＝５０％ 
２４０日（８ヶ月） 

冬期工事にかかる現場管理費率の補正値は第６行第１列の交点から 0.72％と読む 

 

港湾・漁港工事、海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸）及び港湾・漁港構造物工事・海岸工事の場合       

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.03 0.04 0.06 0.07 0.09 0.10 0.12 0.13 

10 0.14 0.16 0.17 0.19 0.20 0.22 0.23 0.24 0.26 0.27 

20 0.29 0.30 0.32 0.33 0.35 0.36 0.37 0.39 0.40 0.42 

30 0.43 0.45 0.46 0.48 0.49 0.50 0.52 0.53 0.55 0.56 

40 0.58 0.59 0.60 0.62 0.63 0.65 0.66 0.68 0.69 0.71 

50 0.72 0.73 0.75 0.76 0.78 0.79 0.81 0.82 0.84 0.85 

60 0.86 0.88 0.89 0.91 0.92 0.94 0.95 0.96 0.98 0.99 

70 1.01 1.02 1.04 1.05 1.07 1.08 1.09 1.11 1.12 1.14 

80 1.15 1.17 1.18 1.20 1.21 1.22 1.24 1.25 1.27 1.28 

90 1.30 1.31 1.32 1.34 1.35 1.37 1.38 1.40 1.41 1.43 

100 1.44 － － － － － － － － － 

 

 

 

 

                  Ⅰ－２－②－２８                          ① 40 

 

 

表３．２ 地域区分一覧表 

建設事務所名 地   域   名 地域区分 

県北建設事務所 （略） 

４級地 

県中建設事務所 （略） 

県南建設事務所 （略） 

会津若松建設事務所 （略） 

喜多方建設事務所 （略） 

南会津建設事務所 （略） 

相双建設事務所 （略） 

注）本表の適用は，平成 21 年 7月 1日現在の市町村の区域で適用する。 

福島県内は４級地のみ該当する。（積雪寒冷地域の範囲は，国家公務員の寒冷地手当に関する法律に規定 

される寒冷地手当を支給する地域とする。） 

 

表３．３ 冬期工事にかかる現場管理費率の補正値早見表 

※労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済        （小数第２ 

位止め（小数第３位四捨五入）） 

（単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.14 0.16 0.17 0.18 0.19 0.21 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.43 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.49 0.51 0.52 0.53 0.54 0.55 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.62 0.63 0.64 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70 0.71 

60 0.72 0.74 0.75 0.76 0.77 0.78 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.84 0.86 0.87 0.88 0.89 0.90 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.96 0.98 0.99 1.00 1.01 1.03 1.04 1.05 1.06 1.07 

90 1.09 1.10 1.11 1.12 1.13 1.15 1.16 1.17 1.18 1.19 

100 1.21 － － － － － － － － － 

（例）工事日数２２５日、契約予想工期が８月８日～３月２０日までの場合 

冬期率＝
１２０日（４ヶ月）

×１００＝５０％ 
２４０日（８ヶ月）

冬期工事にかかる現場管理費率の補正値は第６行第１列の交点から 0.60％と読む 

 

港湾・漁港工事、海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸）及び港湾・漁港構造物工事・海岸工事の場合（単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.14 0.16 0.17 0.18 0.19 0.20 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.43 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.49 0.51 0.52 0.53 0.54 0.55 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.61 0.63 0.64 0.65 0.66 0.67 0.69 0.70 0.71 

60 0.72 0.73 0.75 0.76 0.77 0.78 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.84 0.86 0.87 0.88 0.89 0.90 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.96 0.98 0.99 1.00 1.01 1.02 1.04 1.05 1.06 1.07 

90 1.08 1.10 1.11 1.12 1.13 1.14 1.16 1.17 1.18 1.19 

100 1.20 － － － － － － － － － 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空港用地造成工事、空港舗装工事及び空港維持工事の場合              （単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.15 0.16 0.17 0.18 0.19 0.21 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.44 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.50 0.51 0.52 0.53 0.54 0.56 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.62 0.63 0.64 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70 0.71 

60 0.73 0.74 0.75 0.76 0.77 0.79 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.85 0.86 0.87 0.88 0.89 0.91 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.97 0.98 0.99 1.00 1.02 1.03 1.04 1.05 1.06 1.08 

90 1.09 1.10 1.11 1.12 1.14 1.15 1.16 1.17 1.18 1.20 

100 1.21 － － － － － － － － － 

 

２） 施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正は別表第１(第１表～第９表)の現場管理費 

率に下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同 

溝の現場管理費率を適用する工事には適用しない。 

なお、下表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四 

捨五入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 1.51 

重要港湾・市街地に係る漁港 1.00 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

 a. 地方港湾その他の漁港 1.00 

 b. 空港 1.01 

 c. 上記 a、b 以外 1.01 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 

（ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において，地域区分が２つ以上となる場合には，補正値の大きい方を適用する。 

 

３） その他 

設計変更時における現場管理費率の補正については，工事区間の延長，工期の延長短縮等により 

当初計上した補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更に 

より補正できることとなった場合は設計変更の対象として処理するものとする。 

 

（４）支給品の取扱い 

        １） 資材等を支給するときは，当該支給品費純工事費に加算した額を現場管理費算定の対象となる 

      純工事費とする。 
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空港用地造成工事、空港舗装工事及び空港維持工事の場合              （単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.15 0.16 0.17 0.18 0.19 0.21 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.44 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.50 0.51 0.52 0.53 0.54 0.56 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.62 0.63 0.64 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70 0.71 

60 0.73 0.74 0.75 0.76 0.77 0.79 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.85 0.86 0.87 0.88 0.89 0.91 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.97 0.98 0.99 1.00 1.02 1.03 1.04 1.05 1.06 1.08 

90 1.09 1.10 1.11 1.12 1.14 1.15 1.16 1.17 1.18 1.20 

100 1.21 － － － － － － － － － 

 

２） 施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正は別表第１(第１表～第９表)の現場管理費 

率に下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同 

溝の現場管理費率を適用する工事には適用しない。 

なお、下表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済（小数第２位止め（小数第３位四 

捨五入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 1.51 

重要港湾・市街地に係る漁港 1.00 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

a. 地方港湾その他の漁港 1.00 

b. 空港 1.01 

c. 上記 a、b 以外 1.01 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 

（ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において，地域区分が２つ以上となる場合には，補正値の大きい方を適用する。 

 

３） その他 

設計変更時における現場管理費率の補正については，工事区間の延長，工期の延長短縮等により 

当初計上した補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更に 

より補正できることとなった場合は設計変更の対象として処理するものとする。 

 

（４）支給品の取扱い 

        １） 資材等を支給するときは，当該支給品費純工事費に加算した額を現場管理費算定の対象となる 

      純工事費とする。 
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平成２６年２月１６日迄起工適用
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空港用地造成工事、空港舗装工事及び空港維持工事の場合                     

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.03 0.04 0.06 0.07 0.09 0.10 0.12 0.13 

10 0.14 0.16 0.17 0.19 0.20 0.22 0.23 0.24 0.26 0.27 

20 0.29 0.30 0.32 0.33 0.35 0.36 0.37 0.39 0.40 0.42 

30 0.43 0.45 0.46 0.48 0.49 0.50 0.52 0.53 0.55 0.56 

40 0.58 0.59 0.60 0.62 0.63 0.65 0.66 0.68 0.69 0.71 

50 0.72 0.73 0.75 0.76 0.78 0.79 0.81 0.82 0.84 0.85 

60 0.86 0.88 0.89 0.91 0.92 0.94 0.95 0.96 0.98 0.99 

70 1.01 1.02 1.04 1.05 1.07 1.08 1.09 1.11 1.12 1.14 

80 1.15 1.17 1.18 1.20 1.21 1.22 1.24 1.25 1.27 1.28 

90 1.30 1.31 1.32 1.34 1.35 1.37 1.38 1.40 1.41 1.43 

100 1.44 － － － － － － － － － 

 

２） 施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正は別表第１(第１表～第９表)の現場管理費 

率に下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同 

溝の現場管理費率を適用する工事には適用しない。 

なお、下表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法に関する試行の補正済（復 

興係数適用済，小数第２位止め（小数第３位四捨五入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 1.80 

重要港湾・市街地に係る漁港 1.20 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

 a. 地方港湾その他の漁港 1.20 

 b. 空港 1.20 

 c. 上記 a、b 以外 1.20 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 

（ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において，地域区分が２つ以上となる場合には，補正値の大きい方を適用する。 

 

３） その他 

設計変更時における現場管理費率の補正については，工事区間の延長，工期の延長短縮等により 

当初計上した補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更に 

より補正できることとなった場合は設計変更の対象として処理するものとする。 

 

（４）支給品の取扱い 

        １） 資材等を支給するときは，当該支給品費純工事費に加算した額を現場管理費算定の対象となる 

      純工事費とする。 
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空港用地造成工事、空港舗装工事及び空港維持工事の場合              （単位：％） 

冬期率 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

0 0.00 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.10 0.11 

10 0.12 0.13 0.15 0.16 0.17 0.18 0.19 0.21 0.22 0.23 

20 0.24 0.25 0.27 0.28 0.29 0.30 0.31 0.33 0.34 0.35 

30 0.36 0.37 0.39 0.40 0.41 0.42 0.44 0.45 0.46 0.47 

40 0.48 0.50 0.51 0.52 0.53 0.54 0.56 0.57 0.58 0.59 

50 0.60 0.62 0.63 0.64 0.65 0.66 0.68 0.69 0.70 0.71 

60 0.73 0.74 0.75 0.76 0.77 0.79 0.80 0.81 0.82 0.83 

70 0.85 0.86 0.87 0.88 0.89 0.91 0.92 0.93 0.94 0.95 

80 0.97 0.98 0.99 1.00 1.02 1.03 1.04 1.05 1.06 1.08 

90 1.09 1.10 1.11 1.12 1.14 1.15 1.16 1.17 1.18 1.20 

100 1.21 － － － － － － － － － 

 

２） 施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正 

（イ）施工地域，工事場所を考慮した現場管理費率の補正は別表第１(第１表～第９表)の現場管理費 

率に下表の補正値を加算するものとする。ただし，コンクリートダム，フィルダム及び電線共同 

溝の現場管理費率を適用する工事には適用しない。 

なお、下表は、労働者確保に要する追加費用          に関する   補正済   

       （小数第２位止め（小数第３位四捨五入））の値である。 

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 1.51 

重要港湾・市街地に係る漁港 1.00 

地方部 

施工場所が一般交通等の影響を受ける場合  

a. 地方港湾その他の漁港 1.00 

b. 空港 1.01 

c. 上記 a、b 以外 1.01 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場合 0.0 

注１）施工地域の区分は以下のとおりとする。 

市 街 地：施工地域が人口集中地区（ＤＩＤ地区）をいう。 

地 方 部：施工地区が上記以外の地区をいう。 

重 要 港 湾：小名浜港，相馬港 

地 方 港 湾：江名港，中之作港，久之浜港，翁島港，湖南港 

注２）施工場所の区分は以下のとおりとする。 

一般交通等の影響を受ける場合：① 施工場所において，一般交通等の影響を受ける場合 

② 施工場所において，地下埋設物件の影響を受ける場合 

③ 施工場所において，50ｍ以内に人家等が連なっている場合 

（ロ）施工地域区分が２つ以上となる場合の取扱い 

工事場所において，地域区分が２つ以上となる場合には，補正値の大きい方を適用する。 

 

３） その他 

設計変更時における現場管理費率の補正については，工事区間の延長，工期の延長短縮等により 

当初計上した補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更に 

より補正できることとなった場合は設計変更の対象として処理するものとする。 

 

（４）支給品の取扱い 

        １） 資材等を支給するときは，当該支給品費純工事費に加算した額を現場管理費算定の対象となる 

      純工事費とする。 
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平成２６年２月１７日以降起工適用

上表と同じ 



16/22 

土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１            現 場 管 理 費 率 標 準 値 

 

第１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 38.32 867.1140 -0.1979 14.35 

河川・道路構造物工事 26.02 40.1994 -0.0276 22.69 

海岸工事 24.70 78.7016 -0.0735 17.16 

道路改良工事 29.68 58.0890 -0.0426 24.03 

鋼橋架設工事 36.25 82.0080 -0.0518 28.03 

ＰＣ橋工事 27.93 88.5405 -0.0732 19.43 

舗装工事 36.45 482.7015 -0.1639 16.16 

砂防・地すべり等工事 41.18 992.5380 -0.2019 15.13 

公園工事 39.07 294.7665 -0.1282 20.68 

電線共同溝工事 54.04 1694.6310 -0.2186 18.27 

情報ボックス工事 48.75 1220.2535 -0.2043 17.69 

（注）基礎地盤から堤頂までの高さが 20ｍ以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第２表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 40.70 266.0235 -0.1191 29.66 

河川維持工事 34.47 143.3130 -0.0904 27.10 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 46.16 292.2540 -0.1145 25.17 

(２) 35.18 86.3295 -0.0557 26.19 

トンネル工事 41.36 160.3980 -0.0841 26.48 

下水道工事 

(１) 30.44 35.4765 -0.0095 28.94 

(２) 34.60 167.1315 -0.0977 20.62 

(３) 29.86 38.8935 -0.0164 27.38 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

                  Ⅰ－２－②－３２                      ① 44 

 

 

別表第１            現 場 管 理 費 率 標 準 値 

 

第１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 38.32 867.1140 -0.1979 14.35 

河川・道路構造物工事 26.02 40.1994 -0.0276 22.69 

海岸工事 24.70 78.7016 -0.0735 17.16 

道路改良工事 29.68 58.0890 -0.0426 24.03 

鋼橋架設工事 36.25 82.0080 -0.0518 28.03 

ＰＣ橋工事 27.93 88.5405 -0.0732 19.43 

舗装工事 36.45 482.7015 -0.1639 16.16 

砂防・地すべり等工事 41.18 992.5380 -0.2019 15.13 

公園工事 39.07 294.7665 -0.1282 20.68 

電線共同溝工事 54.04 1694.6310 -0.2186 18.27 

情報ボックス工事 48.75 1220.2535 -0.2043 17.69 

（注）基礎地盤から堤頂までの高さが 20ｍ以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第２表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 40.70 266.0235 -0.1191 29.66 

河川維持工事 34.47 143.3130 -0.0904 27.10 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 46.16 292.2540 -0.1145 25.17 

(２) 35.18 86.3295 -0.0557 26.19 

トンネル工事 41.36 160.3980 -0.0841 26.48 

下水道工事 

(１) 30.44 35.4765 -0.0095 28.94 

(２) 34.60 167.1315 -0.0977 20.62 

(３) 29.86 38.8935 -0.0164 27.38 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１            現 場 管 理 費 率 標 準 値 

 

第１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 45.76 1035.3600 -0.1979 17.14 

河川・道路構造物工事 31.07 47.9963 -0.0276 27.10 

海岸工事 29.50 93.9853 -0.0735 20.48 

道路改良工事 35.44 69.3600 -0.0426 28.69 

鋼橋架設工事 43.28 97.9126 -0.0518 33.47 

ＰＣ橋工事 33.35 105.7200 -0.0732 23.20 

舗装工事 43.52 576.4094 -0.1639 19.30 

砂防・地すべり等工事 49.18 1185.1970 -0.2019 18.06 

公園工事 46.66 351.9600 -0.1282 24.70 

電線共同溝工事 64.52 2023.4339 -0.2186 21.82 

情報ボックス工事 58.21 1457.0108 -0.2043 21.12 

（注）基礎地盤から堤頂までの高さが 20ｍ以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

第２表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 48.60 317.6400 -0.1191 35.41 

河川維持工事 41.16 171.1033 -0.0904 32.36 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 55.12 348.9600 -0.1145 30.05 

(２) 42.00 103.0800 -0.0557 31.27 

トンネル工事 49.38 191.5200 -0.0841 31.62 

下水道工事 

(１) 36.35 42.3607 -0.0095 34.56 

(２) 41.32 199.5579 -0.0977 24.62 

(３) 35.65 46.4414 -0.0164 32.69 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 
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別表第１            現 場 管 理 費 率 標 準 値 

 

第１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

河川工事 38.32 867.1140 -0.1979 14.35 

河川・道路構造物工事 26.02 40.1994 -0.0276 22.69 

海岸工事 24.70 78.7016 -0.0735 17.16 

道路改良工事 29.68 58.0890 -0.0426 24.03 

鋼橋架設工事 36.25 82.0080 -0.0518 28.03 

ＰＣ橋工事 27.93 88.5405 -0.0732 19.43 

舗装工事 36.45 482.7015 -0.1639 16.16 

砂防・地すべり等工事 41.18 992.5380 -0.2019 15.13 

公園工事 39.07 294.7665 -0.1282 20.68 

電線共同溝工事 54.04 1694.6310 -0.2186 18.27 

情報ボックス工事 48.75 1220.2535 -0.2043 17.69 

（注）基礎地盤から堤頂までの高さが 20ｍ以上の砂防堰堤は，砂防・地すべり等工事に２％加算する。 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

第２表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え１億円以下 

１億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

道路維持工事 40.70 266.0235 -0.1191 29.66 

河川維持工事 34.47 143.3130 -0.0904 27.10 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

第３表 

対象額 1,000 万円 

以下 
1,000 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

共同溝等工事 
(１) 46.16 292.2540 -0.1145 25.17 

(２) 35.18 86.3295 -0.0557 26.19 

トンネル工事 41.36 160.3980 -0.0841 26.48 

下水道工事 

(１) 30.44 35.4765 -0.0095 28.94 

(２) 34.60 167.1315 -0.0977 20.62 

(３) 29.86 38.8935 -0.0164 27.38 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 
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平成２６年２月１７日以降起工適用 



18/22 

土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 21.84 230.8431 -0.1208 15.55 

フィルダム 31.86 124.415 -0.0698 26.18 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第５表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 20.43 60.3404 -0.0687 13.86 

構造物工事 21.63 31.2224 -0.0233 18.96 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第５－１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 24.68 78.6132 -0.0735 17.14 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第６表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 20.03 69.5748 -0.0790 14.55 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 
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第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 21.84 230.8431 -0.1208 15.55 

フィルダム 31.86 124.415 -0.0698 26.18 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第５表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 20.43 60.3404 -0.0687 13.86 

構造物工事 21.63 31.2224 -0.0233 18.96 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第５－１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 24.68 78.6132 -0.0735 17.14 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

第６表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 20.03 69.5748 -0.0790 14.55 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 
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平成２６年２月１６日迄起工適用
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 26.08 275.6346 -0.1208 18.56 

フィルダム 38.04 148.5640 -0.0698 31.26 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

第５表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 24.42 72.1200 -0.0687 16.56 

構造物工事 25.85 37.3161 -0.0233 22.66 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

第５－１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 29.50 93.9746 -0.0735 20.48 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

第６表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 23.94 83.1576 -0.0790 17.39 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 
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第４表 

対象額 ３億円 

以下 
３億円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

コンクリートダム 21.84 230.8431 -0.1208 15.55 

フィルダム 31.86 124.415 -0.0698 26.18 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

第５表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁

港工事 

浚渫工事 20.43 60.3404 -0.0687 13.86 

構造物工事 21.63 31.2224 -0.0233 18.96 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

５－１表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え 10 億円以下 

10 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

海岸工事（港湾・漁港に関わる海岸） 24.68 78.6132 -0.0735 17.14 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

第６表 

対象額 700 万円 

以下 
700 万円を超え４億円以下 

４億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

港湾・漁港構造物工事・海岸工事 20.03 69.5748 -0.0790 14.55 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 45 Ⅰ－２－②－３３ 

 

平成２６年２月１７日以降起工適用
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土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 32.01 99.7807 -0.0748 18.78 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第８表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港舗装工事 27.40 141.0807 -0.1078 14.02 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第９表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 35.81 58.6074 -0.0324 31.55 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

（９）算 定 式 

Ｊｏ＝Ａ・Ｎｐｂ 

ただし，Ｊｏ：現場管理費率（％） 

Ｎｐ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１.Ｊｏの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２．対象額とする純工事費については、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部 

         分の（二）」及び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対照表」を参照 

         のこと。 
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第７表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 32.01 99.7807 -0.0748 18.78 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第８表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港舗装工事 27.40 141.0807 -0.1078 14.02 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

第９表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 35.81 58.6074 -0.0324 31.55 

※この表は、労働者確保に要する追加費用に関する補正済の値である。 

 

 

（９）算 定 式 

Ｊｏ＝Ａ・Ｎｐｂ 

ただし，Ｊｏ：現場管理費率（％） 

Ｎｐ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１.Ｊｏの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２．対象額とする純工事費については、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部 

         分の（二）」及び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対照表」を参照 

         のこと。 
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平成２６年２月１６日迄起工適用 



21/22 

土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-②-34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 38.15 118.9121 -0.0748 22.38 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

第８表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港舗装工事 32.65 168.1034 -0.1078 16.70 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

第９表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分 
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 42.67 69.8400 -0.0324 37.60 

※この表は、東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行の補正済（復興係数適 

用済）の値である。 

 

 

（９）算 定 式 

Ｊｏ＝Ａ・Ｎｐｂ 

ただし，Ｊｏ：現場管理費率（％） 

Ｎｐ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１.Ｊｏの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２．対象額とする純工事費については、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部 

         分の（二）」及び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対照表」を参照 

         のこと。 
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第７表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 50 億円以下 

50 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港用地造成工事 32.01 99.7807 -0.0748 18.78 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

第８表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え 20 億円以下 

20 億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港舗装工事 27.40 141.0807 -0.1078 14.02 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

第９表 

対象額 400 万円 

以下 
400 万円を超え２億円以下 

２億円を 

超えるもの 

適用区分
下記の 

率 

とする 

（９）の算定式により算出された

率とする。ただし、変数値は下記

による 

下記の 

率 

とする 
工種区分 Ａ ｂ 

空港維持工事 35.81 58.6074 -0.0324 31.55 

※この表は、労働者確保に要する追加費用           に関する   補正済       

   の値である。 

 

 

（９）算 定 式 

Ｊｏ＝Ａ・Ｎｐｂ 

ただし，Ｊｏ：現場管理費率（％） 

Ｎｐ：対象額（円） 

Ａ，ｂ：変数値 

注）１.Ｊｏの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。 

        ２．対象額とする純工事費については、「２．共通仮設費（２）算定方法１）率計算式による部 

         分の（二）」及び「２．共通仮設費（２）算定方法５）間接工事費等の項目別対照表」を参照 

         のこと。 
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平成２６年２月１７日以降起工適用 



22/22 

土木工事標準積算基準（平成２５年１０月１日）新旧対照表 

頁 新 旧 

〔Ⅰ〕 

Ⅰ-２-④-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用について 

   （平成２６年２月１７日以降に起工した工事は適用外） 

 

   東日本大震災の復旧復興事業の本格化により，技術者や技能者等現場労働者を広域的に確保する動きが進む  

  と考えられることから，労働者確保に要する追加費用（現場労働者に係る「宿泊費」，「労働者の輸送に要する 

  費用」，「募集及び解散に要する費用」)について，当面，共通仮設費率（率分)及び現場管理費率を補正し対応 

   する。（被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用について(平成２４年２月２９日付  

  け国土入企第３８号国土交通省土地・建設産業局建設業課長通知）） 

 

   なお，この土木工事標準積算基準に規定(掲載)している，共通仮設費率（率分），現場管理費率及び補正値  

  （時期や地域などによる種々の補正値）は，上記の労働者確保に要する追加費用に関する補正後の値であるこ  

  とに注意すること。 

 

    （ 参 考 ） 

工 種 区 分 
補 正 係 数 

共通仮設費率（率分） 現場管理費率 

土木工事（下記の工種以外） 1.056 1.005 

港湾・漁港工事，海岸工事（港湾・

漁港に関わる海岸）及び港湾・漁港 

構造物工事・海岸工事 

1.035 1.004 

空港用地造成工事，空港舗装工事及

び空港維持工事 
1.098 1.007 

 

 

⑤ 東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行について 

   （平成２６年２月１７日以降に起工した工事から適用） 

 

東日本大震災の被災３県（岩手県，宮城県，福島県）においては，工事量の増大により資材等が不足してい 

ることで，作業効率低下等により間接工事費（共通仮設費および現場管理費）の現場の実支出が増大し，積算 

基準による積算と乖離が生じていることが確認されたことから，当面，共通仮設費率（率分)及び現場管理費  

率を補正し対応する。（被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用について(平成２  

６年２月３日付け国技建第３号国土交通省大臣官房技術調査課建設システム管理企画室長通知）） 

 

なお，この土木工事標準積算基準に規定(掲載)している，共通仮設費率（率分），現場管理費率及び補正  

値（時期や地域などによる種々の補正値）は，上記の東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に  

関する試行の補正後の値であることに注意すること。 

 

    （ 参 考 ） 

工 種 区 分 
補 正 係 数 

共通仮設費率（率分） 現場管理費率 

土木工事（下記の工種以外） 1.500 1.200 

港湾・漁港工事，海岸工事（港湾・

漁港に関わる海岸）及び港湾・漁港 

構造物工事・海岸工事 

1.500 1.200 

空港用地造成工事，空港舗装工事及

び空港維持工事 
1.500 1.200 
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④ 被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用について 

                             

 

   東日本大震災の復旧復興事業の本格化により，技術者や技能者等現場労働者を広域的に確保する動きが進む  

  と考えられることから，労働者確保に要する追加費用（現場労働者に係る「宿泊費」，「労働者の輸送に要する 

  費用」，「募集及び解散に要する費用」)について，当面，共通仮設費率（率分)及び現場管理費率を補正し対応 

   する。（被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用について(平成２４年２月２９日付  

  け国土入企第３８号国土交通省土地・建設産業局建設業課長通知）） 

 

   なお，この土木工事標準積算基準に規定(掲載)している，共通仮設費率（率分），現場管理費率及び補正値  

  （時期や地域などによる種々の補正値）は，上記の労働者確保に要する追加費用に関する補正後の値であるこ  

  とに注意すること。 

 

    （ 参 考 ） 

工 種 区 分 
補 正 係 数 

共通仮設費率（率分） 現場管理費率 

土木工事（下記の工種以外） 1.056 1.005 

港湾・漁港工事，海岸工事（港湾・

漁港に関わる海岸）及び港湾・漁港 

構造物工事・海岸工事 

1.035 1.004 

空港用地造成工事，空港舗装工事及

び空港維持工事 
1.098 1.007 
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